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プレ標準化フェイズにおける仕様コンセプト  
収斂メカニズムの解析  

: 国土地理院・地理院地図の GitHub活用  
とコミュニケーション戦略  

 

深見嘉明†1 
 

概要：インストールされたハードウェア上で動作するアプリケーションとは異なり，ウェブアプリケーションはその

機能をブラウザの仕様やウェブ標準仕様に依存する部分がある．そのため新たな機能やサービスを実現するイノベー
ションを成立させるためには，技術要素を自社単独開発で収まる領域を超えて標準仕様として普及させる必要があ

る．本研究では標準化団体に仕様が持ち込まれる以前の段階における，GitHub等オープンなウェブプラットフォーム
を活用したコミュニケーションを通じてのトレンドセッティングやフィードバックの獲得といった施策の効果を国
土地理院の事例を元に分析する． 
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1. 背景   

本論文は，相互可用性を前提とした環境におけるイノベー

ション実現に必須となる，技術シーズの標準化の成功要因，

特に標準化団体に持ち込まれる以前のプレ標準化フェイズ

における有効な施策を講じるための要因の抽出を，国土地

理院が推し進める地理院地図の構成要素技術プロモーショ

ン活動に対する事例分析を通じて探るものである． 

地理院地図とは，日本の国土地理院が提供するウェブ地図

サービスである（図 1）．国土地理院を含む各国政府の地理

空間情報当局は，国土の測量と測量の結果を元に作成した

地形図の発行を担っている． 

 

図 1 地理院地図 
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地形図は紙によって発行されるものであったが，計算機技

術の発展により地理情報システム（GIS：Geographic 

Information System）の利用が進展し，国土地理院の提供す

る情報も電子データに拡張されてきた． 

当初電子地理情報の利用は公的機関や都市計画，マーケテ

ィングの専門家が中心であったが，スマートフォンの普及

などにより，ウェブを介して一般消費者が電子地理情報を

活用することが一般的になった．ウェブ地図とは，ウェブ

ブラウザやスマートフォン等のアプリケーションを通じて

利用する地図提供サービスを指す． 

国土地理院は 2003年 7月に「電子国土ポータル」という名

称でウェブ地図サービスの提供を開始した．バージョンア

ップが繰り返され，2013 年 10 月に現在の「地理院地図」

という名称になっている． 

一方 2007年 6月の世界最初のスマートフォンである iPhone

の発売から遡ること 2年半，2005年 2月に Googleが Google 

Mapsを投入している．Googleは Google Maps/ Google Earth

の三次元地理空間情報記述のためのマークアップ言語であ

るKMLは，2008年 2月にOpen Geospatial Consortium （OGC）

にて標準化されている．その後もウェブ地図技術の進化は

続き，様々なサービス並びに，そのサービスを実現する技

術が投入，提唱されている． 

ウェブ地図という新たな技術分野が 21 世紀に入って創出

され，官民そして草の根の開発者コミュニティといった多

様なステークホルダーによって技術開発が進められるよう

になった．本研究ではこのような萌芽的な市場における技

術標準戦略について，特に標準化団体における議論に入る

以前の段階における仕様収斂に寄与する要因を抽出するこ

とを目的としている． 

Vol.2016-IS-137 No.10
2016/8/26



情報処理学会研究報告 
IPSJ SIG Technical Report 

 

 

ⓒ2016 Information Processing Society of Japan 2 
 

2. 先行研究  

2.1 ウェブアプリケーションのアーキテクチャ  

地理院地図や競合サービスを含むウェブ地図は，ウェブア

プリケーションの一種である．ウェブアプリケーションは，

サーバ上でプログラムが動作し，データが生成・処理され

るのを，インターネットを介し，ウェブブラウザをインタ

ーフェイスとして操作するサービスである． 

ウェブアプリケーションは，提供者側の機器・インフラ単

独では機能することが出来ず，ユーザが用いるパソコンや

スマートフォンといったデバイス，ウェブブラウザといっ

た他のモデュールと連携して初めて機能する．つまり，ウ

ェブアプリケーションはインターネット/ウェブに接続さ

れる多様なハードウェア・ソフトウェアから構成される複

雑なシステムである． 

このようにして複数のコンポーネントが連携して動作する，

つまり相互可用性が実現される必要があり，それを果たす

のが標準仕様である． 

ウェブアプリケーションを実現する大きな要因となった標

準仕様は HTML5と呼ばれる．HTML5はウェブ標準化団体

である The World Wide Web Consortium（W3C）にて策定さ

れる Hyper Text Markup Language （HTML）の１バージョ

ンである．もともと HTMLはウェブサイト向けにハイパー

リンクが埋め込まれた静的な文書を記述する言語として開

発された．これに，ウェブアプリケーションとしてのイン

ターフェイスの機能を果たすために form機能の強化やAPI

仕様の拡充等がなされたものが HTML5である． 

HTML5 は，利害が対立するステークホルダー間の調整を

通じて策定された標準であり，ウェブアプリケーションは

標準化を通じて実現されたイノベーションである[1]． 

ウェブアプリケーションは電子メール送受信，表計算，ワ

ードプロセッサ等，これまで手元のハードウェアにインス

トールされるネイティブアプリケーションが担ってきた機

能の一部を代替するものである．つまり，ネイティブアプ

リケーションを有力な収益源としてきた Microsoftと，ウェ

ブアプリケーションを新たな収益源としようとする

Googleなどの企業との間で利害が対立することとなる（図 

2）． 

この利害対立は，W3Cが導入した「実装主義」と呼ばれる

策定プロセス運営方針によって解決され，HTML5 は実効

性のある単一仕様として収斂した．実装主義とは，「独立し

た複数の実装事例が存在しなければ標準として認証しない」

というルールである．これにより，仕様の提案者（ならび

に対案の提出者）が不特定多数の開発者に実装事例の開発

を促すようになり，仕様の普及が促進されるとともに，フ

ィードバックを元に提案が改良され，かつ利用者によって

支持される仕様が標準として認定されるようになった[2]． 

HTML5 はウェブアプリケーションのランタイム，つまり

プラットフォームとしての機能を果たしている．HTML5

を始めとするウェブ標準は実質的にはウェブブラウザの仕

様を規定するものであり，ウェブブラウザはハードウェア

の OS上で実行されている．つまり，図 2のとおりウェブ

アプリケーションは，ウェブやインターネットという複数

の技術階層が組み合わさって構成されるアーキテクチャで

あるレイヤード・モデュラー・アーキテクチャ[3]の構造を

有しているのである． 

 

 
図 2 新旧アーキテクチャの違いと，各社の収益源 

 

2.2 複雑なシステムにおけるエコシステム形成とプラ
ットフォーム戦略  

ウェブアプリケーションのようにシステムが複雑になると，

開発時に純粋な技術的な良し悪しよりも政治的な要因が実

装を規定する傾向がある[4]．先に HTML5 は Google と

Microsoft という利害が対立するステークホルダーが存在

していたと述べた．Microsoftは HTML5策定プロセス開始

当時，ウェブブラウザ市場で寡占状態にあった[a] Internet 

Explorer（IE）の供給者でもあり，重要なステークホルダー

であり，IEに HTML5の準拠を促すには標準化プロセスを

完遂させねばならなかった． 

またHTML5はHTML4.01の後継バージョンであるが，W3C

の中心人物である Tim Berners-Leeらは当初 XML技術をベ

ースに開発された XHTMLを後継とする方針を採っており，

ウェブアプリケーション実現のための機能は標準仕様に盛

り込む意見は採用されなかった． 

たとえ W3Cが HTML5の策定に踏み出したとしても，標準

への準拠に対する強制力を有しない．Googleがウェブアプ

リケーションを実現するためには，W3Cの方針を変更させ，

Microsoft を含む主要ウェブブラウザ供給者に新たな標準

仕様を実装させる必要があった． 

ウェブブラウザ供給者に仕様を実装させるには，サービス

やコンテンツを開発する技術者から支援を受けなければな

                                                                    
a) Net Applications社の統計によると，HTML5の開発がWHATWGにて開
始された 2004年第 4四半期の Microsoft Internet Explorerの市場占有率は
91.4%に達していた． 
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らない．技術者は，エンドユーザが必要とする便益を効率

的に提供できる技術しか用いようとはしない．そのため，

ウェブ標準仕様にイノベーションを実現する仕様を盛り込

むという行為は 1）ウェブブラウザ供給者など仕様策定に

直接参加するステークホルダーと，2）外部の技術者，3）

エンドユーザという 3種類の層から支持を受けなければな

らないという多面市場[5][6][7]の構造をもっている． 

このように多様な主体がステークホルダーとして参加，連

携しているというのはソフトウェアエコシステム[8]とし

ての構造を有している．エコシステムにおいて全体のデザ

インとエコシステム自体の競争力に大きな影響力をもつ存

在はキーストーンと呼ばれる[9]． 

エコシステムがレイヤード・モデュラー・アーキテクチャ

の構造をもつ場合，キーストーンは特定のレイヤにおいて

独占的な地位を得るプレイヤーがその地位に就く場合が多

い．インターネット登場以前に Windows OS で OS レイヤ

において寡占的な地位を獲得した Microsoft はその典型例

であり，ウェブの登場による状況変化に対応するためにウ

ェブブラウザ市場に参入し，自社製品である Internet 

Explorer を寡占的な地位にまで押し上げることで競争優位

を継続させてきた．Microsoft が Internet Explorer を強化す

るにあたって用いた手法は，Windows OS との一体化は，

隣接レイヤに対するインターフェイスの改善によるコント

ロール，隣接レイヤで提供されている機能の取り込みとい

ったものである[10]．特に隣接レイヤで提供されている機

能の取り込みはプラットフォーム包囲[11]と呼ばれる． 

Windows OSは Appleの MacOSなどとのプラットフォーム

間競争をくぐり抜けてきた．Gawer and Cusumanoはプラッ

トフォーム競争戦略立案には企業の範囲，製品化技術外部

の補完業者との関係，内部組織という 4つのレバーをコン

トロールすることが必要と指摘している．また，産業プラ

ットフォームとして成立可能性があるシステム的な製品に

影響を与える重要な技術的問題を解決することが必要とも

指摘している[12]． 

2.3 プラットフォームとしての機能を持つ標準とオー
プンのもつ意味  
ユーザはウェブアプリケーションをウェブブラウザを通じ

て利用する．ネイティブアプリケーションでいうところの

OS の役割（実行環境）をウェブブラウザが担っていると

いえる．Googleが提供する Spreadsheetは Microsoft Internet 

Explorer，Apple Safari，Mozilla Firefoxなど全ての主要ブラ

ウザ上を通じて利用することができる．それは各ブラウザ

が HTML5 という名称で定められた技術仕様を揃って実装

（つまり準拠）しているからである．よってウェブアプリ

ケーションの実行環境は，実質的には HTML5 というウェ

ブ標準仕様である．標準仕様は必ずしもプラットフォーム

としての性質は有さない[13]ものの，ウェブアプリケーシ

ョンを実現した HTML5 はプラットフォームとみなすこと

ができる．つまり，ウェブアプリケーションは HTML5 と

いう標準仕様の策定を通じて実現された open collaborative 

innovation [14] （Baldwin & von Hippel, 2011）である． 

もともと標準は，システムに接続するコンポーネントの実

装を特定仕様に拘束するものであり，イノベーションの成

立を阻害する性質がある[14]．また，標準化によるイノベ

ーションの遅滞とコーディネーションの可能性とはトレー

ドオフの関係にある[15][16]． 

HTML5は W3Cで Working Group （WG）が立ち上がって

から 5年，原型となる仕様を提案した外部のコミュニティ

であるWHATWGが活動を開始してから 8年もの期間をか

けて開発された．この数値だけを見ると，標準化には長期

間かかったと思える．しかし W3C は実装主義と呼ばれる

「独立した実装事例が複数存在しなければ標準として採択

しない」という方針を導入したことにより，標準化プロセ

スの早期から提案者のみならず外部の独立した開発者によ

る実装事例が数多く公開された．また，エンジニアからの

フィードバックによって仕様が洗練されていったため，プ

ロセスの集結を待たずに普及が進んだのである[1][2]． 

3. 調査課題の導出  

筆者がこれまで行ってきた HTML5 の標準化を通じたウェ

ブアプリケーションの実現という事例分析は，W3Cという

単一の標準化団体にフォーカスし，当該標準化団体がどの

ような経緯で仕様提案を受け入れ，ステークホルダー間の

利害対立が調整されたかというのが調査課題であった

[1][2]． 

しかし，ウェブアプリケーションを実現するために必要な

標準仕様は W3C によって策定されたものだけではない．

ウェブページ中のデータを操作するためのプログラミング

言語である JavaScriptは，W3Cではなく ECMA International

で策定される仕様である[b]．ウェブ標準仕様は民間の複数

存在する標準化団体によって策定されている．それぞれの

標準化団体は，自ら定めた標準仕様に準拠させる強制力は

もたない．つまり普及しない標準という矛盾した存在とな

った仕様もある． 

JavaScript の標準化は，当初 W3C にも持ち込まれていた．

仕様提案は複数の標準化団体に対して行われる場合があり，

複数の標準化団体が競合する仕様を標準化する可能性もあ

る． 

HTML5の前身となる仕様[c]は，W3Cから一度提案が却下

されており，W3C で標準化プロセスが始まるまでに

WHATWG という草の根の技術者コミュニティにて仕様開

発と，仕様に対する支持拡大施策が進められてきた．つま

り，技術シーズを標準にとりこませ，更にその仕様を普及

                                                                    
b) 正確には，旧 Netscapeによって策定された仕様が JavaScriptであり，
ECMA Internationalが策定する仕様は ECMA scriptと呼ばれるが，両者はほ
ぼ同一と考えて問題はない． 
c) Web Application 1.0やWeb Forms 2.0などが該当する． 
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させるため，標準化団体に持ち込まれる以前から取り組ま

れていた．特定の標準化団体に持ち込まれる前の，プレ標

準化フェイズにおける技術シーズに対する支持拡大と，仕

様策定における議論でイニシアティブを確保するための布

石を打つ必要があるのである． 

本論文では，プレ標準化フェイズにおける技術シーズ，つ

まり仕様に対する支持拡大に有効な戦略立案のための要因

抽出を調査課題とする． 

4. 調査手法  

4.1 分析対象  
本論文では，国土地理院が進める地理院地図に用いられる

技術仕様，具体的には地理院タイルとタイルに埋め込まれ

るデータフォーマット等の仕様に関する標準化戦略を分析

対象とする． 

国土地理院は日本の地理空間情報当局である．地理空間情

報当局とは，各国政府において国土の測量ならびに地理空

間情報の生成，管理，供給を担う部門のことである．地理

空間情報はインフラ整備開発や，軍事・防衛に密接に関わ

ることから，国土インフラ管理部門省庁傘下に置かれる場

合もあれば軍/防衛部門管轄省庁傘下に設置される場合も

ある．日本の国土地理院は第 2次世界大戦以前に陸軍傘下

に置かれた時期もあったが，現在は国土交通省傘下の団体

として設置・運営されている． 

ウェブ地図という分野において特徴的な技術が「タイル」

と呼ばれるものである．タイルとは[17]によると以下のよ

うに定義されている． 

 

ウェブサイトで利用されている地図のほとんどは，マウス

操作で表示範囲を移動したり縮尺を変更したりできる．表

示される領域が変更されると，新たに必要になった画像が

タイル状の画像として次々に読み込まれ，隙間なく並べて

表示される．この際利用される画像． 
 

地図は地形画像の上に標高や建物（POI: Point of Interest）

などのデータが埋め込まれて配信・活用される．このデー

タを画像タイルと同じ正方形領域ごとに分割したファイル

[17]が標高タイルやベクトルタイルなどと呼ばれる． 

国土地理院は，2003年 7月に「電子国土」という名称でウ

ェブ地図サービスを開始．その後同サービスは「地理院地

図」に名称を変更し，機能を追加し続けながらサービスを

提供している． 

地理院地図はウェブを通じて提供される「サービス」だが，

国土地理院は地理院地図というプロジェクトを通じてサー

ビス開発「のみ」を行っているわけではない．GitHubと呼

ばれるソースコード公開・管理・協働ツールを通じて地理

院地図に使用されている技術仕様と，地理院地図を通じて

提供されている地理空間データを一般公開している．国土

地理院は公的セクターに属するサービス提供者という顔だ

けではなく，技術仕様の標準化提案者という側面も有して

いるのである． 

政府・国際機関，その外郭団体といった公的セクターは，

自身が開発する技術仕様を標準化提案する際には，デジュ

ール標準化機関ことが主である．なおかつ所管省庁により，

提唱先となる標準化機関は決まっている事が多い．具体的

には総務省が所管する電気通信に関する技術（電信・電報・

電話など）は国連参加の標準化団体であり，各国の電信部

門を所管する組織によって構成される ITU: 国際電気通信

連合，経済産業省が所管する工業関連の技術仕様の場合

ISO:国際標準化機構 （その日本語訳が JIS: 日本標準規格

にされる）に提案される． 

しかしウェブ地図の標準化技術については，2016年 8月時

点で特定の標準化団体で仕様策定されるかどうかは未確定

である．各国政府管轄の地理空間情報当局間のみの調整で

標準化が進められるのであれば，国連やそれに準ずる国際

機関が運営するデジュール標準化機関が標準化プロセスの

場所として自動的に選ばれるであろう．しかしウェブ地図

の有力なステークホルダーは地理空間情報当局だけではな

い． 

国土地理院は，電子国土と名付けられたサービスを 2003

年に開始し，ウェブを通じた地理空間情報の提供を開始し

ている．2年後の 2005年には Googleが Google Mapsサー

ビスを開始し，ウェブアプリケーションを本業とする企業

が地理空間情報の提供に乗り出してくることとなる． 

また 20世紀までは，国土地理院は測量データの収集と紙ベ

ースでのデータ提供に活動範囲が実質的に限定されており，

地理空間情報の計算機処理などは ESRI などの GIS: Geo 

Information System 専業企業が技術開発と製品提供を担っ

ており，分野による棲み分けが成立していた． 

電子国土のサービス開始により，地理空間情報を計算機処

理の対象としてのデータとして生成・供給するという役割

に関する棲み分けが崩れ，多様なステークホルダーがある

分野では協業し，ある分野では競争するという構造となっ

た．更に地理空間情報版の Wikipedia とも呼ばれる Open 

Street Map （OSM）プロジェクトが開始され，OSM向けに

オープンソースベースの技術やサービスを供給する事業者

も登場した．背景が異なる技術者や組織は，それぞれ関係

する，もしくは親和性の高い技術者コミュニティや標準化

コミュニティをもっている．そのため，ウェブ地図技術を

標準化するためには，多様なステークホルダー間で合意形

成を行う必要がある．どの団体で，どのような手続を踏ん

で標準化プロセスを進めていくか，定まっていない状況と

なっている． 

標準化団体での手続きに入る以前の段階において，多様な

ステークホルダー間の合意形成が行われるプロセスを分析

するにあたり，地理空間データに関する技術を分析対象と
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することは，ここまでに述べてきた状況から合理的である

といえる．また，関係するステークホルダーの中で，サー

ビス（プラットフォーム）と技術仕様を共に公開・提案す

る有力なプレイヤーである国土地理院を分析対象と中心と

することも合理的であるといえよう． 

4.2 分析手法  

本研究は，ステークホルダーに対するインタビュー，ウェ

ブサイト等によって公開された記事や広報資料，ソーシャ

ルメディア等の投稿，GitHubやメーリングリストなどに記

録されたログデータ等，定性データを元にした探索的ケー

ススタディ[18]によって実施する． 

定性データによる探索的ケーススタディという手法をとる

理由は，プレ標準化フェイズというこれまでほとんど分析

対象とされてこなかった段階でのステークホルダー間のイ

ンタラクションを分析するという新たな理論的方向性を探

索するという目的に合致する[19]ためである． 

分析対象には GitHub やメーリングリストといった，投稿

者・投稿日時・インタラクションといったデータが蓄積さ

れるものが含まれる．こうしたデータリソースの分析は，

投稿者別の度数分布算出や返信等のリンクに対するネット

ワーク解析など，定量的な分析が行われる場合もある．し

かし本研究が分析対象とする「標準化活動」は，多数のス

テークホルダーによるウェブプラットフォーム上での協働

が前提とされるとはいえ，コミュニケーションに異なる仕

様提案が混在したり，合意形成や標準化プロセスを進める

ための手続に関する提案・確認といった特定の提案仕様に

紐付かない投稿が混在したりするため，単純な度数分布や

ネットワーク解析では標準化プロセスの構造を分析するこ

とが不可能である．したがって，記事や投稿の内容を精査

することによる構造理解という定性的手法に依らざるを得

ないと判断している． 

5. 事例分析  

5.1 プレイヤーの整理  

分析対象の節で軽く触れたが，あらためてウェブ地図技術

標準化におけるプレイヤーを整理したい．ウェブ地図技術

のステークホルダーは以下の 5種類に大別される． 

(1) 各国政府管轄の地理空間情報当局  

国土地理院を含む，各国政府が設けた地理空間情報を収

集・分析・提供する任務を受け持つ公的機関である．地理

空間情報は，国土インフラ整備・管理，徴税，そして防衛・

軍備に必要とされる重要なデータであり，各国政府が専門

の部局を設置している． 

地理空間情報当局は，国によってその役割は異なる．日本

の国土地理院のように測量データを収集し，それを公開す

るという役割に特化する組織もあれば，英国陸地測量部

（Ordinance Survey）のように，ビジネス向けの情報提供に

まで業務範囲を広げている組織もある． 

(2) 地図調製事業者  
日本の国土地理院の場合，従前は収集されたデータは紙ベ

ースで刊行され，一般財団人日本地図センター等を通じて

流通されてきた．国土地理院が制作しているのは測量によ

って作成された地形図である．地図調製とは地形図上に建

物・施設・道路など様々な情報（POI）を付与することで，

目的に応じた地図を作成する工程を差す．地図調製事業者

は POIを付与して用途に応じた地図を作成し，販売する事

業者である． 

従前は調整した地図を自ら出版したり，企業や自治体など

に販売したりしていた．情報技術の進展により，カーナビ

ゲーション向け地図の供給や，Google Mapsや bing mapと

いったウェブアプリケーション向けに地図を供給などとい

った役割を担っている． 

(3) 地理空間情報システム（GIS）事業者  

ウェブ地図が普及する以前から，地理空間情報の計算機処

理は，自治体による都市計画策定や，チェーンビジネスな

どにおける出退店計画立案を行う現場で普及していた．い

わゆるプロユース向けの地理空間データならびに解析ツー

ルを開発・供給してきたのが GIS事業者である． 

Google Mapsの API供給やオープンデータの進展による公

的機関や住民コミュニティによる POIデータの供給に伴い，

分析ツールの供給に特化する形でウェブ地図の普及に対応

しようとするプレイヤーも存在する． 

(4) アプリケーションプラットフォーム供給者  
具体的には Google （Google Maps），Microsoft （bing map），

Yahoo! Japan （Yahoo! 地図）を指す．これら 3 社のサー

ビスはウェブブラウザを通じて利用することができる

（API を通じて他者サービス/サイトへの提供を含む）．ま

た，スマートフォン向けアプリとしても供給されている．

なお，Appleはウェブアプリケーションとしては提供せず，

自社 OS（MacOS/ iOS）向けアプリという形態のみで同様

のサービスを提供している． 

(5) オープン・ジオデータ・コミュニティ  
Google Maps などと同様のウェブブラウザなどで動作する

オープンソースの地理空間情報プラットフォームの開発者，

ならびにならびに Open Street Map （OSM）貢献者といっ

た草の根のコミュニティも，影響力を有している． 

オープンソースの GIS ソフトウェアは 20 世紀から存在し

た．古くは 1984年に開発が始まった GRASS GISなどがあ

り，その後 MapServer や QGIS など多様なオープンソース

GIS ソフトウェアが開発されるようになった．そして各ソ

フトウェア開発のコミュニティ活動が the Open Source 

Geospatial Foundation （OSgeo）という地理空間に関するオ

ープンソースコミュニティの形成に繋がっていく．このコ

ミュニティにより，地理空間情報を取り扱う OSSの総称で

ある FOSS4G （Free and Open Source Software for Geospatial） 

が普及することとなる． 
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FOSS4G 開発の進展とウェブ技術の発展は，オープン地図

開発プロジェクトである Open Street Map （OSM）の登場

を促した．地図版 Wikipedia と解説されることも多い同プ

ロジェクトは，ソフトウェアだけではなく地形図や POIデ

ータを作成するコミュニティを生み出した． 

これまで POIが多く供給されていなかった地域や，被災地

域の情報を生成するイベントであるマッピングパーティー

は，国際的なオープンデータムーブメントの広がりもあっ

て各地で開催されるようになってきている． 

5.2 関連する標準化団体  
本研究は「プレ」標準化プロセスが分析するスコープであ

るが，ステークホルダーはその後の標準化プロセスを前提

としての行動を分析するため，ここで関連する標準化団体

を整理しておく． 

(1) デジュール系標準化機関  

地理空間情報の収集と提供は，長らく地理空間情報当局と

いう政府関係機関が主たる役割を担ってきた．このような

経緯により，公的機関の間で技術仕様並びに関連政策を調

整するデジュール系標準化機関が存在感を示している． 

主なものには国連の United Nations Initiative on Global 

Geospatial Information Management （UN-GGIM: 国連地球

規模の地理空間情報管理に関する委員会）や，国際標準化

機構 （ISO）の地理情報専門委員会（TC 211）といったも

のがある． 

この中で特に技術標準仕様の策定に特化した議論を行って

いるのが ISO/TC211である． 

日本の国土地理院が主導して発足された International 

Steering Committee for Global Mapping（ISCGM: 地球地図国

際運営委員会）においても各国間で議論が交わされている． 

(2) 民間標準化団体  

デジュール系標準化機関の他に，民間の標準化団体もこの

分野では大きな影響力を有している．この研究で関連する

研究の標準化団体は，a） Open Geospatial Consortium （OGC）

など GIS 技術に関する標準化団体，b） World Wide Web 

Consortium （W3C）などウェブ技術に関する標準化団体に

大別される． 

両者，更には ISO TC/211などのデジュール系標準化団体と

の間で連携関係が構築されている． 

5.3 国土地理院と標準との関係  

ここからは，本研究で中心的に分析する日本の国土地理院

という組織について概要を整理する．国土地理院は日本の

地理空間情報当局である．地理空間当局は各国の法制度に

より機能や役割が異なる．日本の国土地理院は日本国内の

測量と，それに基づく空間情報を提供することを役割とし

ている．しかし国土地理院が提供する（と規定されている）

全ての測量データが，国土地理院自身によって作成される

わけではない． 

測量法第 40条の規定により，公共測量の成果は国土地理院

に提出することになっている．公共測量とは，国，地方公

共団体が費用を負担したり助成によって行われる高い精度

が必要とされる測量[d]である．工事ならびに測量を実施す

るのは建設会社である．データを納入する義務を負ってい

るのは発注元である都道府県や地方自治体である．つまり

データを作成する主体と，納入する主体が別である場合も

多い．このため地理院としては，データ作成主体に自らが

欲する仕様でデータを作成してもらうためには，必要とす

る仕様を自ら提示する必要がある． 

Google Maps など，商業ベースのウェブアプリケーション

としてウェブ地図が広く提供されるようになるまでは，測

量結果をデータ化する役割を担う地図調製事業者は，国土

地理院の求める仕様に従う一方，自らが供給する媒体特性

に応じ，独自の仕様で調製を行ってきた． 

5.4 ウェブ地図登場によるステークホルダーの増加・
多様化  
この状況を変えたのが Google Mapsをはじめとする商業ベ

ースのサービスである．Google，Yahoo! Japan，Microsoft

等のアプリケーションプラットフォーム供給者は，描画や

二次元ベクトル空間上の計算といった技術を保有するもの

の，地理空間情報の収集・生成やハンドリングといった調

製技術は有していなかった．そのため，地図調製事業者か

らデータを購入したり，調製事業者を買収したりという施

策を講じることとなった．また Google は Google Maps の

APIを公開したり，KMLと呼ばれる地理空間用のデータフ

ォーマットを公開し，OGC標準にするなど，地理空間情報

技術標準の重要なステークホルダーであり，かつ技術仕様

提案者となったのである． 

もう一つ新たに出現したステークホルダーは，FOSS4G 開

発者コミュニティならびに OSM 貢献者である．FOSS4G

と OSM の登場は，不特定多数の草の根 GIS エンジニアな

らびに POI作成者を生み出すこととなった．標準仕様策定

のステークホルダーが，これによって多様な不特定多数に

広がることとなったのである． 

5.5 国土地理院の戦略  

国土地理院は公的機関であり，営利企業ではない．そのた

め地理院地図の公開を通じて収益を上げることは求められ

ていない．ましてや，技術仕様の知的財産権やデータの著

作権で収益を上げる必要はない．そのため自ら独自で，も

しくは他の地理空間情報当局と連携してデジュール標準仕

様を策定し，公共測量を受注する事業者に対して準拠を強

制すればよいという考え方もできる．しかし，国土地理院

はこのような手法を採用せず，仕様の無償公開とステーク

ホルダーに対するディベロッパー・リレーション施策を積

極的に取り組んでいる． 

                                                                    
d) 国土地理院. 公共測量に必要な手続と様式集 
http://psgsv2.gsi.go.jp/koukyou/public/tetuzuki/index1.htm (2016年 7月 22日ア
クセス) 
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(1) GitHubを活用した技術仕様ならびにデータ公開  
2013年 4月，国土地理院は当時の電子国土 Web.NEXT（現

地理院地図） 技術掲示板を GitHubに開設する．リポジト

リの readme.md[e]には以下の説明が記述されている． 

 

電子国土 Web.NEXT 技術掲示板（以下「掲示板」という．）

は，電子国土 Web.NEXT（標高タイルを含む電子国土タイ
ルデータを含む）に関連して，外部からの技術的な提案を

受け取り，外部との技術的な議論を進めることを目的とし

たものです．この掲示板での回答は技術的な討論のために

電子国土 Webシステム担当者が行うものであり，議論を円

滑に進めることを優先し，必ずしも国土地理院の最終的な

判断と整合しないことになる可能性があります．国土地理

院の最終的な判断は，利用規約等の公式な文書によって表

現されることになります． 

 

このように外部からの技術的な提案・フィードバックを受

けることを目的として，掲示板機能を活用するところから

GitHub活用が始められた（図 3）．そして 2015年 1月に地

理院地図そのもののソースコードが GitHub に公開されて

いる[f]． 

サービスのユーザからのみならず，GIS エンジニアや地理

空間情報に関するサービスを開発しようとする多様な技術

者からフィードバックを得て，自身のサービスならびにサ

ービスで用いられる技術仕様をより広く支持されることを

目指している． 

 

 
図 3 国土地理院の GitHubアカウントページ 

 

 

                                                                    
e) gsi-cyberjapan/next: 【運用終了】電子国土 Web.NEXT 技術掲示板 
https://github.com/gsi-cyberjapan/next（2016年 7月 22日アクセス） 
f) gsimaps （地理院地図） https://github.com/gsi-cyberjapan/gsimaps （2016
年 7月 22日アクセス） 

5.6 地理院地図パートナーネットワーク  
GitHub というウェブ上のオープンなプラットフォーム上

でのインタラクションの他に，地理院地図パートナーネッ

トワークという実空間での開発者との定期的な交流チャネ

ルを運営している． 

パートナーネットワークのメンバーシップは， 

1) ツール提供者: 地理院地図を利用するアプリケーショ

ンやウェブサイトを提供する参加者 

2) 受託開発者: 地理院地図を利用するアプリケーション

やウェブサイトの開発を行う参加者 

という二種類がある．該当する事業者や NPO，教育・研究

機関関係者が参加しており，2016 年 7 月 1 日時点で 65 の

ツールが登録され，94の受託開発者が参加している． 

年に 2回イベントが開かれ，国土地理院職員が開発状況や

今後の方針を説明するとともに，メンバーが自らのツール

やサービスを紹介する．また，メンバーの発表や質疑応答

を通じてフィードバックがなされる． 

 

 

図 4 地理院地図パートナーネットワークウェブサイト 

 

5.7 2施策の成果  
GitHubにおける仕様・ソースコードの公開と，地理院地図

パートナーネットワークという 2つのチャネルが組み合わ

されて，日本国内の多様なステークホルダーとの交流が実

現されている． 

また，一部の GitHubリポジトリは英語でのコンテンツ提供

を実施しており，2015 年は担当者が GitHub Universe と呼

ばれる GitHub 社が本社を構える米国サンフランシスコで

行うイベントにも登壇し，世界に向けて試みを発信してい

る． 

5.8 標準化に向けた動き  
国土地理院は ISO TC/211の活動には既に参加しており，更

には ISCGM などを通じ諸外国の地理空間当局との交流も

図っている．このような公的機関間のデジュール標準を前

提にした動きではなく，技術進化によるステークホルダー
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の多様化に対応し，コミュニケーションのチャネルと方法

を多様化する試みといえる． 

6. ディスカッション・今後の分析  

本研究はこれまで世界の公的機関間による調製に基づくデ

ジュール標準によって相互可用性が保たれていた分野が，

技術進化による構造変化によりステークホルダーが多様化

し，新たな合意形成プロセスの創出が望まれる状況への対

応を，国土地理院という公的機関の視点から分析してきた．

もちろん国土地理院だけではなく，地図調製事業者など他

の既存プレイヤーも変化に迫られている． 

ビジネスプレイヤーの OSS対応は，UNIXや Linuxなど既

に多くの先行事例が存在する．また，反トラストなどの目

的で公的部門の調達で OSS が有利な扱いを受けた事例も

存在する． 

しかし，公的機関自らが OSS開発者コミュニティとも連携

しつつ，ビジネスプレイヤーの動きもコーディネートし，

合意形成プロセスを創りあげる活動に踏み込んだ事例はこ

れまでにも殆ど無いと思われる． 

ウェブ地図という 21 世紀に入って新たに創出された技

術・産業領域において，標準化団体間の序列や役割分担す

ら不明確な状況下が生まれている．そのような状況下で各

プレイヤーがどのような意図で行動し，どのような結果が

生まれているのかを分析することは，イノベーションによ

って生起する変化への迅速な対応と，社会全体への効率的

な便益提供を実現するスキームを構築するために重要かつ

不可欠である． 

国土地理院による GitHubアカウント運用開始が 2013年，

初めて地理院地図ネットワークのイベントが開催されたの

が 2014年と，新たな産業構造に対する対応はまだ始まった

ばかりである．今後も引き続き国土地理院ならびに関係ス

テークホルダーの活動について分析していく必要がある． 

本論文では，国土地理院の動きにフォーカスして分析して

いるが，既に述べている通りウェブ地図のステークホルダ

ーは多様である．5.1 節で触れたステークホルダーのみな

らず，仕様提案が持ち込まれる側の標準化団体の戦略や動

きについても分析が必要であろう．今後は分析対象のスコ

ープを広げることで，精度の向上に努めたい． 
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